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Abstract
The research analyzed the variety and the limit of the company dealing with a voluntary environment activity 
inductively. So, I implemented semi structured interview for many companies to verify based on the multilateral 
index about the problem. As a result of the investigation, In addition to the actual performance of environment 
activity, common data about the organization characteristic with 15 items was collected from the 13 companies on 
Hokuriku and another area. It was suggested from the research that 1) The beginning of the environment activity 
wasn't easy for the company which didn't have the results of the activity practice at present, 2) There is possibility 
that the reinforcement of the leadership in the company and the feedback of the activity evaluation could develop an 
environment activity.
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I．はじめに
2000 年以降に CSR に対する関心が高まって
きたなかで、企業が経営行動に起因する各種の
環境影響に対して、ステークホルダーへの補償
行為として環境活動（注 1）を行うことは、多
くの国民の期待と共に広く一般に知られるこ
ととなった。そして、このような背景をチャ
ンスと捉え、義務的な CSR から発展させて企
業戦略として環境活動を実践する事業（戦略
的 CSR）や、他社や地域社会との連携により
新たな価値創造を目指す動き（Creating Shared 
Value）（注 2）も起こっている。
各企業の環境活動の実情を捉えるには、地方
自治体あるいは国が実施する大規模なアンケー
ト調査による実態把握が主たる調査方法となっ
ている（山下，2013；環境省，2016）。これら
の調査結果からは、企業の環境経営の概観を知
るには充分な情報量を有しているが、アンケー
ト調査であるが故の問題点も内在する。たとえ
ば、選択肢では括りきれない実態の多くは、「そ
の他」や「どちらでも無い」という回答に埋め
込まれる傾向があることが知られている（小島・
篠原，2007）。また、必ずしも実情に詳しくな
い担当者が回答する可能性、あるいは度重なる
調査の負担から、回答の精度が落ちている可能
性すら払拭出来ない（いわゆる調査公害問題）。
さらに、地方農山漁村部を対象とした近年の
調査では、企業の短期的な利益には直結しない
ようなニーズがあり、かなり主体的な参画も期
待されている点も示されている（山下，2014）。
つまり、地域と共有される価値創出を契機とし
た利益最大化をその原点とする CSV への社会
的な方向性が作られる中で、いわゆる本業の企
業業績に影響を受けないようなボランタリー要
素が強い環境活動が、企業の環境経営の一環と
して定着するか否かという点は、依然として重
要な論点である。上記の予察を踏まえるならば、
ボランタリーな環境活動に取り組む企業の実像
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について、多様性やその限界を帰納的に把握し
ようと試みる点に研究の意義が見出せる。
そこで本研究では、複数企業を対象に半構造
化インタビュー調査を実施し、環境活動と企業
の組織特性の関係について、特性の構成要素に
関する細かな実態把握に基づいた、多面的な指
標を元に検証する。
Ⅱ．データ収集と分析の枠組み
1．調査対象企業の概要
インタビュー調査は、2014 年 10 月～ 2015
年 1 月にかけて実施した。本調査対象は、筆者
らの過去の調査（以下、既往調査（注 3））で
接点がある石川県及び富山県に立地する企業を
始め、業種や地域性、企業規模等を考慮して、
調査過程での対象企業からの推薦企業を含む
13 社とした（表 1 参照）（注 4）。なお、聞き取
り内容を検討する際に、表 1 には記載していな
い企業（大阪本社金沢支社、従業員数 4,900 人）
の企画戦略部門 CSR 推進室担当者へ複数回の
予備的調査を行っている。この担当者は、石川
県内の CSR 関係事業や自治体が主催する環境
教育事業へ積極的な参加実績があり、自治体独
自の担い手育成事業の認証を受けているため、
表 1 に列挙する 13 社へのインタビュー内容を
設計するための予備的調査対象として適任であ
ると判断した。
実際のインタビュー調査では、1 企業につ
き 1 時間～ 2 時間程度で行い、企業が公開する
CSR 報告書、環境報告書以外にも、独自の内
部資料を用いた情報提供も一部含まれる。
2．分析の枠組み
本研究では、以下の分析の流れにそって、環
境活動の取り組み実績と、それに対する個々の
企業の組織特性との関連を評価する。ここで取
り組み対象として扱う環境活動は、既往調査で
の選択式アンケート調査において「実施してい
業種 従業員数 調査対象※1 聞き取り対象部局
A 社 製造 108,195  東京本社 環境推進本部社会環境室
B 社 製造 40,708  富山支社 環境グループ環境管理担当
C 社 小売 1,614 富山支社 広報環境部
D 社 建設 1,837 東京本社 経営企画部 CSR 推進室
E 社 建設 3,882 東京本社 土木事業本部/CSR・環境部
F 社 建設 2,100 金沢支社 環境・技術管理部
G 社 建設 810 金沢支社 企画総務部企画課
H 社 公益※2 4,853 北陸本社 環境部/燃料部
I 社 公益※2 283 七尾支社 コンプライアンス室
J 社 金融 427 石川本社 総合企画部/事務局長
K 社 金融 346 七尾本社 人材開発室
L 社 製造 460 富山本社 CSR 推進室
M 社 製造 90 石川本社 管理・法務・知財室
※1：本社以外では支社、支所、事業所などの名称は異なるが、ここでは便宜的に支社という本社、
支社という表記に統一する。
※2：業種の「公益」のカテゴリーは、電力、ガス、水道等の公益事業に関する企業を指す。
表 1．調査対象企業と対象部局（調査時の内容）
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る」という回答が多数であった CSR 活動から、
「植樹・森林管理」「地域内清掃」「動植物の希
少種の保護」「青少年（家族）への環境教育」
の上位 4 つをカテゴリーとして選定した。
まず、半構造化インタビュー調査によって収
集した環境活動に関する情報から、環境活動に
対峙する企業間の組織特性の差違を整理する。
そして、聞き取り内容の情報損失がないように
留意しつつダミー変数へ返還する。本研究では、
実際の支社の規模を正確に反映する数字ではな
いため全社従業員数（表 1 の従業員数の数字）
は分析から除外するが、企業特性の一端を示す
「全国・圏域展開型」か「1 ～ 2 県展開型」か
を変数として用いる（表 2 参照）。
以上の結果、分析に用いるデータは表 3 のよ
うになる。活動の有無は 4 項目を合計し（0 ～
4 の値をとる変数）、カテゴリー毎のサンプル
数の関係上、業種は製造業、建設業、その他の
3 分類とする。
Ⅲ．分析結果
1．アイテム毎に分解した I_0 の平均値及び差分
0 － 1 で構成される組織特性項目（アイテ
ム）のカテゴリー毎の平均値を確認し、その差
の多寡を元に関係性を考察する（注 5）。つま
り、I_2 ～ I_15 に対して、1（表 2 の分類列参
照）と評価される企業群と、0（同じく表 2 の
分類列参照）と評価される企業群の特徴を、平
均値で代表させて分析に用いることとする。そ
して、表 3 の I_0、すなわち活動実績合計スコ
アに対して、各組織特性項目のカテゴリー別に
見た平均値及びそれらの差分を一覧にしたもの
表 2．インタビュー調査における主な聞き取り項目
項目（アイテム） 分類（カテゴリー）
植樹・森林管理の実施 1．実施している，0．実施していない
地域内清掃の実施 1．実施している，0．実施していない
希少種の保護の実施 1．実施している，0．実施していない
環境教育の実施 1．実施している，0．実施していない
企業の立地特性（企業規模） 1．全国･圏域展開型，0．数県展開型
本業機関部門と自然環境の関連 1．関係が強い，0．あまり直結しない
活動人員（参加者）確保の難易 1．問題ではない，0．苦労している
活動参加の評価･報酬加算 1．行っている，0．行っていない
活動実績のノルマ 1．あり(個人･部署含む)，0．ない
専用担当部局・窓口 1．あり，0．ない(形骸化含む)
リーダーの意向の影響の強さ 1．強いと感じる，0．完全に自由意思
中間支援組織の仲介･協働 1．あり，0．なし
活動実施が本業に及ぼす影響 1．あり，0．なし
地域･協働相手からの評価の実感 1．あり，0．なし
活動専用の予算 1．ある(程度問わず)，0．全くなし
企業業績が及ぼす活動への影響 1．規模･頻度に影響あり，0．ない
補助金の必要性 1．強く感じる，0．なくてもよい
活動情報の開示※1 1．開示している，0．開示していない
※1：CSR 報告書や環境報告書をウェブで公開しているかを指標とした。 
－ 37 －
が表 4 である。表 4 の解釈として、あるカテゴ
リーの平均値が高い（= 対応する背反のカテゴ
リーの平均値が低い）ということは、その項目
が示す組織特性が説明要因として決定的なもの
であることを意味する。また、I_1 ～ I_15 間で
平均値の差分を比較することは、その差分のみ
が I_0 に及ぼす影響の程度を比較し、相対評価
するための指標である。例えば、この表では割
愛しているが、業種別（I_1）の平均値で見た
場合、製造業の平均値が 3、建設業の平均値が
2.5、その他の平均値が 1.3 となっており、差分
の最大値は 1.7 である。この結果から、ボラン
タリーな活動内容の環境活動に取り組んでいる
という結果に対して、企業の業種が大きく関係
していると推察できる。本研究の簡易な分析で
は因果関係までは言及できないが、結果が示唆
する情報の含意は大きい。
2．0 － 1 分布の特徴
詳細な解釈に入る前に、本研究対象とした企
業の 0 － 1 分布の特徴を簡単に捉える。
まず、一つ目に確認できる特徴として、経済
                企業
項目(アイテム) 
A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 F 社 G 社 H 社 I 社 J 社 K 社 L 社 M 社
I_0 活動実績合計スコア 4 4 4 4 3 3 3 2 2 2 0 0 0
I_1 業種（2:製造，1:建設，0:その他） 2 1 1 1 2 1 2 0 0 2 0 1 1
I_2 活動情報の開示 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
I_3 活動人員（参加者）確保の難易 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0
I_4 専用担当部局・窓口 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0
I_5 本業基幹部門と自然環境の関連 1 1 1 1 1 1 0 1 1 0 1 0 1
I_6 中間支援組織の仲介･協働 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0
I_7 活動専用の予算 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0
I_8 地域･協働相手からの評価の実感 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0
I_9 企業の立地特性（企業規模） 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 1 0 0
I_10 リーダーの意向の影響の強さ 0 1 1 1 0 1 1 1 0 1 0 0 0
I_11 活動実施が本業に及ぼす影響 0 1 0 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0
I_12 活動参加の評価･報酬加算 0 1 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0
I_13 活動実績のノルマ 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0 0
I_14 企業業績が及ぼす活動への影響 0 0 0 1 0 0 1 1 0 0 0 0 0
I_15 補助金の必要性 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0
特徴 1：企業体力・組織体制設備
特徴 2：企業の立地や規模
特徴 3：活動の仕組み作り
I_2 I_3 I_4 I_5 I_6 I_7 I_8 I_9 I_10 I_11 I_12 I_13 I_14 I_15
1 グループの平均値 3.14 2.6 2.82 2.75 2.33 2.82 3.14 3.1 2.4 3 3.1 3 3 2.58
0 グループの平均値 1.5 1.67 0 2.22 2.4 0 1.5 0 2.38 1 0 2.2 2.2 0
差分の絶対値 1.64 0.93 2.82 0.53 0.07 2.82 1.64 3.1 0.02 2 3.1 0.8 0.8 2.58
表 3．調査結果に基づく活動実績合計スコア及び組織特性を示す各項目のダミー変数
表 4．活動実績合計スコア（I_0）のカテゴリー別平均値とその差分（業種は除く）
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的な意味での企業体力や組織整備などが、活動
実績に明確に関係していることが分かる。これ
らは、ボランタリーな環境活動を実践するうえ
で必須の部分と考えることができる。
二つ目に確認できる特徴として、都市部に本
部を置く企業や、比較的経営規模が大きな企業
ほど、取り組める環境活動のスコアが高い。こ
れらの特徴を踏まえると、企業の組織的余裕が
ある企業でなければ、目に見えた成果が残る環
境活動の実施は難しいことが示された。
興味深い特徴として、環境活動に対するノル
マや報酬などの仕組み作りについては、活動実
績スコアが高い企業も全く無い企業も 0 である
のに対して、中間的な企業は 0 と 1 が混在して
いる状況が看守される。つまり、環境活動の頻
度や内容を高度化させていく過程において、企
業自身が仕組み作りで「迷う」時期があると推
察される。この段階を超えると、そのような
縛りがなくても環境活動が浸透する可能性があ
る。
3．カテゴリー平均値が 0 の項目の含意
まず、表4の I_4（活動人員確保の難易）、I_7（専
用担当部局・窓口の有無）、I_9（仲介・協働す
る中間支援組織の有無）、及び I_12（活動に使
う専用の予算措置の有無）に着目する（注 6）。
なお、改めて注意すべきは、本研究で考慮する
「環境活動」は、「企業本来の主要な業務内の活
動や、相当程度ビジネス展開と接点を持つ活動
は除く」ものであり、地域との接点を重視した
ボランタリー要素が強い CSR 活動を想定して
調査していることを念頭に置く。
実際にこの 4 つの項目について、インタ
ビュー調査結果から 0 のカテゴリーに分類出来
た企業は、回答がほぼ全て重複していることが
明らかとなった。この結果から、「専用の部局・
窓口を持たず」、「仲介する組織との接点も無
く」、「充分な活動予算が用意されておらず」、「社
内で人員を確保することが難航している」企業
は共通しており、環境活動を実践出来ていない
という特徴が示された。
なお、これらの特徴を持ち合わせる企業の業
種には特に偏りは見られない。
4．カテゴリー間の平均値の差に関する議論
カテゴリー間の平均値がともに 0 以上で、そ
の差が大きい項目（便宜的に 1.5 以上の差とす
る）に着目すると、I_1、I_2、I_8、I_11 である。
このうち、I_1 と I_2 は業種や 企業規模に関係
する項目であり、比較的大規模企業で、大型の
事業を専門とする製造業や建設業が、活発に環
境活動を実践している事実が示された。また、
客観的にみえにくい組織特性として、率先して
活動に参加する管理職層の人材がその他社員の
参加を促す状況が見られる企業は、社としての
活動実績も良好なスコアとなっている（I_8 よ
り）。また、実践する環境活動に対する周囲か
らの評価の認知が高い企業は、結果的に積極的
に活動に取り組んでおり、フィードバックが何
かしらの好影響を持っている可能性が示唆され
た（I_11）。
それ以外の項目に関しては、本研究の調査か
らは、明確な影響要因としての判断は出来かね
る結果となった。
Ⅳ．まとめ
本研究では、アンケート調査が主流であった
企業の環境活動の評価に対して、半構造化イン
タビュー調査によって実態を検証しようとする
問題意識から分析を進めた。従来から個別企業
の取り組みに対する評価（足立，2008）や、ア
ンケート調査による集計的な研究（山下（前掲，
2013））が取り組まれているが、本研究で導出
された「活動に積極的な企業の特徴」は、概ね
それらを含めた既往研究での知見と同様のもの
であった。本研究はインタビュー調査からさら
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に掘り下げた情報に基づいており、ここでの独
自の結論を以下のようにまとめる。
まず、地方創生という国家的政策動向、CSR
活動推進という地域レベルの期待、あるいは地
元の期待に対して、今現在社内に活動実践への
素地がない企業にとっては、必ずしもハードル
が低くないということである。これは、表 4 で
カテゴリー平均値が 0 となったいくつかの項目
で、該当企業が共通していたことによる評価で
ある。
また、社内リーダーシップの強化や地域との
協働活動の評価を積極的にフィードバックさせ
ることで、企業の環境活動の幅が拡張できる可
能性があるという点である。これも、表 4 の結
果から導出された知見である。
この結果から発展的に考察すると、これまで
環境活動実績が無かった企業への啓発の意義を
否定するものではないが、上記の活動推進策な
どを活用して、既に実践がある企業の取り組み
を拡張させていく方策が妥当であると推察され
る。
これらの結論は、あくまで本研究で対象とし
た 13 企業から得た情報を活用して体系化した
ものであり、今後の課題として客観性を補強す
るためには、さらに多様な企業からの情報を得
る必要があろう。
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注釈
1． 環境活動の内容は、後ほど分析では具体化
するが、便宜的にこの段階では「広義の環
境活動」として概念的な意味合いに留めて
使用する。
2． 定義的な CSV の考え方について、現在多く
の研究が依拠している Porter, M. E. and M. R. 
Kramer （2011） の整理を参照すると、CSR は
利益最大化とは異なる善意によって取り組
まれる活動であるが、あくまで経済活動の
競争優位に立つための活動という点が CSV
の特徴である。
3． 筆者らは、行政との連携により、2012 年に
北陸圏の企業群 531 社に対してアンケート
調査を実施した実績があり、後述表 1 の企
業の大半はその際に調査した実績がある企
業である。
4． 大規模アンケート調査による分析と比較し
て、少数企業への聞き取りに基づく分析
は、その結論の普遍性、一般性の不完全さ
が懸念されるが、本研究は冒頭で記した通
り、諸々の問題点を含む大規模アンケート
調査の対立軸として、研究蓄積が薄いイン
タビュー調査法による帰納的分析を選択し
ていることに意義を見出している。
5． サンプル数を考慮し、あえて情報損失を孕
む統計的な分析手法は採用せず、カテゴリー
毎の平均値を一つ一つ比較する方法をとる。
6． I_15 は、活動実態がなければ活動情報を報
告書にて開示することが無いのは自明であ
るため、分析からは除外する。
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